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1. はじめに 
強震観測の応用としての「構造ヘルスモニタリング」がここ数年で急速に普及している。

強震観測と構造ヘルスモニタリングは手法において共通点を持ち、目的において相違点を

持つ[1,2]。共通点は、建物に取り付けたセンサでその挙動を観測すること、相違点は、前者

が、構造物の地震時挙動を把握すること、後者は、地震時の挙動に関係なく、地震後の構

造物の状態を把握することである。構造ヘルスモニタリングは、1990 年代より研究が盛ん

になったものの、当初は、いくつかの課題の存在によりあまり普及が進まなかった。しか

し、ここ数年、ニーズの高まりを受けて、急速に導入事例が増加している[3]。 
本稿では、近年の構造ヘルスモニタリングのニーズの高まりの背景、続いて、モニタリ

ングシステムの普及の状況、システムの導入・運用事例とデータ活用事例、最後に普及段

階に入った本技術の抱える課題について述べる。なお、本来幅広い意味を有する「モニタ

リング」という言葉について、本稿では、「地震動を受けた建物の健全性評価およびそのた

めの観測」という意味で使用する。 
 
2. 東日本大震災において顕在化した構造ヘルスモニタリングのニーズ 
2.1 東日本大震災にて発生した問題 
東日本大震災では、主要な交通機関がマヒし、首都圏において大量の帰宅困難者が発生

した。帰宅困難者が路上に滞留すると、火災や落下物による 2 次災害が懸念される。建物

に目を向けると、入居者から建物所有者あるいは管理者に安全性の問い合わせが多発し、

余震による災害を防止するために、建物が被害を受けていないか早急に判断する必要が生

じた。さらに、建物をそのまま恒久的に使用してよいか、それとも補強が必要なのか、判

断を迫られた。 
2.2 行政の主な動き 
そこで、東京都は 2013 年 4 月に「帰宅困難者対策条例」を施行し、条例およびそのガイ

ドラインにおいて、建物に留まることが可能かどうかを地震後数時間で事業者が判断する

ことを求めている。安全性が確認された場合は、従業者に対して当施設内での待機を指示

し、一斉帰宅を抑制するよう、事業者に努力義務を課している。ここで、施設の安全性は、

チェックシートを用いた目視調査にて実施することとなっている。 
続いて、内閣府は 2015 年 2 月に「大規模地震発生直後における施設管理者等による建物

の緊急点検に係る指針」、「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策ガイドライン」を公表
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している。カルテ、チェックシートを活用して、建物管理者が緊急かつ応急的に建物使用

可否を短時間で判断するための体制整備、安全性確認方法を示している。 
さらに、国土交通省は 2018 年 5 月に「防災拠点等となる建築物等に係る機能継続ガイド

ライン」を公表している。平成 28 年熊本地震においては、構造躯体の損傷、非構造部材の

落下等により、倒壊に至らないまでも、地震後の機能継続が困難となった事例が多く見ら

れたため、本ガイドラインは、防災拠点等となる建築物が大地震に見舞われた場合に、倒

壊・崩壊を防止するだけでなく、機能継続を図るにあたり、建築主、設計者、管理者がそ

れぞれの立場で実施すべき事項を示している。 
2.3 既存の危険度判定手法と課題 
一方、大地震後の建物の危険度判定には、二次災害防止を主目的とする応急危険度判定[4]、

継続使用・補修の判断のための被災度区分判定[5]という仕組みが既に存在している。ここ

で地震発生直後に注目すると、国および地方公共団体は自ら所有する被災建築物に対する

応急危険度判定を速やかに行うことが定められており、これら実施主体からの要請により

応急危険度判定士（以下、判定士）がボランティアで現地調査、判定を実施する。調査は、

全国統一基準の調査表を用いて実施し、「危険」、「要注意」、「調査済」の 3 段階で判定され

る。阪神淡路大震災の前より運用されている本仕組みは、現在、全国に 10 万人を超える判

定士の登録者を抱え[6]、一定の成果を上げているのは間違いないが、課題もいくつか指摘

されている。そのひとつは、判定士の確保である[7]。災害時の交通手段や連絡手段の確保

が必要とされているが、それにも増して、実際に判定業務に従事できる判定士が不足する

と思われる。判定士自身、所属している組織の災害対応も重要な業務であり、ボランティ

ア活動に十分に時間を割けるとは限らない。また、民間の建物でも同様の調査が任意に行

われることとなる。その際に必要とされる建築構造の専門技術者は、被災地域が広範で、

特に大都市が地震に襲われた場合、調査対象の建物数が膨大となるため、数が絶対的に不

足すると言われている。このような人的リソース不足に加え、例えば鉄骨造建物では構造

躯体が内装や耐火被覆等により覆われているため目視確認が事実上困難であること、高層

建物の被災度評価に適用可能な基準等がないこと[8]、地震時の建物の応答がわからず判断

の材料が少ないことなどから、大震災時の建物の危険度判定の対応が遅れる可能性が高い。 
2.4 構造ヘルスモニタリングシステムへの期待 
このような状況に対し、建物にセンサを設置して、地震時の挙動を計測し、建物の安全

性・被災度を推定する構造ヘルスモニタリングシステムへのニーズが高まっている。当シ

ステムの導入により、専門家による調査を待たずとも、直ちに建物を継続して使用するこ

とが可能かどうかを、システムの判定結果を参考にして判断することが可能となる。前述

の内閣府の指針、国土交通省のガイドラインにおいても同様のシステムの導入を建物の安

全性の点検上、有効な手段の一つとして挙げている。実は、同様のシステムは東日本大震

災以前の 2000 年代後半より、首都圏エリアを中心に一部の超高層・高層オフィスビルに導

入されており、本震災でも成果を上げたことで注目されるようになった[例えば 9]。この時

は、地震直後の判定結果により全館避難必要なしと判断できた（その後に被害状況を建築

に詳しいものを含めた数人で館内点検したとのこと）。そして、最近は、建物の構造設計者

の間において、構造ヘルスモニタリングは広く認識されており、超高層・高層ビルや防災

拠点ビルの設計段階では当然のようにシステムを盛り込んでいる。また、多くのディベロ

ッパは、本システムの導入を BCP 対策の一つとして採用している。
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3. 急速に普及している現状 
3.1 最近普及しているシステム 
こうして急速に普及している構造ヘルスモニタリングだが、その研究は 1990 年代より盛

んになされており[例えば 10-16]、従来は、システム同定手法により固有周期や減衰などの

モーダルパラメータや剛性などの物理パラメータを同定した上で、これらの変化から損傷

を推定する方法が中心であった。そこでは、損傷の有無とその程度を、推定した指標から

どう判断するかが課題として存在した。判定手法の一分類を図 1 に示す。分類の方法とし

て、損傷評価の対象の大きさより、建物全体としたものから、層、部材、材料に分けるこ

とができる[17]。また、推定する指標を固有周期や層剛性のような「特性」としたものと、

建物の地震時の変形量のような「応答」としたものに分けられる[18]。そして、最近実用化

されているものは、加速度記録から層間変形角を算出し、基準値と比較して被災度を判定

する、というものが大半であり、分類でいえば左上の領域、建物全体あるいは層レベルの

「応答モニタリング」に位置付けられる。地震時の建物の変形が設計値（応答あるいはク

ライテリア）を超過しないことを確認するという意味で、構造設計の考え方と整合し、実

務者（構造設計者）に理解されやすい、というのが普及の要因の一つであろう。また、普

及のきっかけは低コスト化も寄与していると思われる。特にセンサについては、MEMS セ

ンサの出現により、従来の加速度計に比べると、微小振幅時のノイズは大きいものの、大

地震時の計測性能は、実用上、つまり建物の変形量を算出する上では、十分な精度を有す

る[19]ものが低コストで入手できるような状況にある。 
3.2 普及の状況 
ここでは、筆者が調査した構造ヘルスモニタリングシステムの普及状況について述べる。

情報源は、システムを提供している主な事業者である、研究機関、エンジニアリングサー

ビス企業、設計事務所、ゼネコン、インフラ関連企業等に対するヒアリング、インターネ

ット公開情報、シンポジウム講演内容等である。ヒアリングは、強震観測小委員会の委員

の方々に対する自身が所属する組織に関するもの、および、特に導入実績数が多いと思わ

れる一部の事業者に対する個別のヒアリングからなり、学会での話題提供という主旨に理

解をいただき、可能な範囲で情報提供いただいた。主な調査項目は、これまでの導入実績

数と、導入した建物の傾向についてである。なお、戸建住宅向けのシステムは含めていな

い。調査の結果、これまで累積で少なくとも 850 棟以上に導入されているようである

（2018.10 末時点）。導入時期の推移（イメージ）について図 2 に示す。2000 年代後半から

導入され、東日本大震災後のニーズの高まりを経て、2015 年あたりから急激に増加してい 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 判定手法の一分類      図 2 建物強震観測の普及のイメージ 
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るようである。図 2 にはモニタリング用の建物強震観測に加えて、従来の研究用の建物強

震観測も示している。使用しているセンサなどシステムが異なるため、単純比較するもの

ではないが、後者の実績数は約 500 棟とされており[20,21]、設置数だけでみるとここ数年の

増加でモニタリング用の建物強震観測の方が多数派となっている。ただし、後者は主に投

稿論文の情報に基づいた調査であり、投稿されていないものは観測していても含まれてい

ない可能性があるため、実際にはもっと多いと思われる。 
続いて、導入建物の傾向の比較（ヒアリングに基づく推測）を表 1 に示す。構造ヘルス

モニタリングシステムは当初、超高層・高層オフィスビルへの導入が進められてきた経緯

がある。したがって、地域分布を見ると、従来の建物強震観測では、関東エリアに次いで、

北海道・東北、東海エリアが多くなっている（それ以外は大きな地震が少なくまだ公開さ

れていない可能性はある）が、構造ヘルスモニタリングでは、関東が大半で、関西、東海

エリアが次ぐ。これは、経済活動の活発さ、およびそれに伴うニーズの多さに起因すると

思われる。階数分布、主要構造、建物用途は、当初の経緯から、超高層・高層の鉄骨造の

オフィスビルが中心であり数的には多いが、それらに限らない防災拠点ビルや建物所有者

にとって BCP 対策を進めたいビルへの適用も増加し、近年、多様化が進んでいる。耐震・

制振・免震の区別については、免震建物、制振建物の挙動把握を目的にしたものも多い従

来の建物強震観測に比べると、耐震建物の比率が多く、免震建物の比率は少ないと思われ

る。導入建物の傾向ではないが、使用しているセンサの種類は、構造ヘルスモニタリング

では MEMS などの低コストセンサが主力であり、従来型の建物強震観測との決定的な違い

はここにあるだろう。 
表 1 地震観測導入建物の傾向の比較（ヒアリングに基づく推測） 

項 目 従来の建物強震観測 モニタリング用の建物強震観測 

地 域 分 布 
全国に設置、関東が半数近く、北

海道・東北、東海が次ぐ 
全国に設置、関東が大半、関西、東海

が次ぐ 

階 数 分 布 10 階以下が 3/4 近くを占める 
当初は超高層・高層が多かったが、近

年、低層・中層にも展開 
主 要 
構 造 種 別 

RC 造・SRC 造が 6 割、S 造が 2
割、その他は混合や木造など 

当初は S 造が多かったが、近年、RC
造・SRC 造にも展開 

建 物 用 途 
学校施設、公共施設、ライフライ

ン施設、住宅など多様 

当初はオフィスビル中心であったが、

近年、商業施設、集合住宅（寮）、物

流倉庫、データセンターなど多様 
耐 震 ・ 制

振 ・ 免 震 
の 区 分 

免震・制振が 1/3 
当初は制振が多かったが、近年、耐震

も増加、免震は少ない 

旧耐震・新

耐震の区分 
－ 新耐震建物中心 

（ 参 考 ） 
セ ン サ の 
種 類 

加速度計（従来型）が 3/5、MEMS
など簡易センサ 1 割、速度計もあ

り 
MEMS などの低コストセンサが主力 
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4. 事例紹介 
本章では、実際に構造ヘルスモニタリングシステムを導入・運用している事例、および

構造ヘルスモニタリングシステムで得られた地震観測記録を活用した研究事例を示す。 
4.1 大阪府北部の地震での運用事例 
ここでは、2018 年 6 月 18 日に発生した大阪府北部の地震（マグニチュード 6.1、最大震

度 6 弱）の時の大阪市内のオフィスビルの事例を取り上げる。建物は、大阪市中央区に建

ち、1993 年竣工、地下 2 階、地上 14 階、延床面積約 19,100 ㎡、軒高約 60 m、地下 SRC 造

耐震壁付ラーメン構造、地上 S 造純ラーメン構造の事務室用途の建物である。本ビルには

図 3 に示すように、構造ヘルスモニタリングシステムが導入されている[22]。MEMS 加速度

センサを建物各階に設置、記録・分析を行う収録装置を 1 階の中央管理室に設置し、それ

らを UTP ケーブル（LAN ケーブル）にて接続している。収録装置は、外部通信のネットワ

ークと接続し、地震発生後、メールサーバを介してあらかじめ登録している関係者に判定

結果のメールが届くようになっている。大阪府北部の地震時に配信されたメールを図 4 に

示す。建物 1 階における震度が 5 弱相当であること、建物の層間変形角は最大で 1/639 であ

り、事前に設定されていた基準値と比較することで判定結果が「安全」であることがわか

る。メールに添付されている判定結果レポートを図 5 に示す。判定結果レポートは、一般

ユーザー向けの簡略なレポート（図 5 上）と、専門家向けの若干詳細なレポート（図 5 下）

が用意されている。簡略なレポートは、判定結果が一目でわかるような構成とし、詳細な

レポートでは、各階の震度（相当値）、最大加速度、最大層間変形角を確認できる。実際に、

本ビルでは、現地の大阪のビル管理担当者および東京の災害対応メンバーにメールが送付

された。当日は、現地のメンバーはもっと震源に近い他のビルを含めた被災状況の情報収

集に追われたが、遠隔地にいる東京の災害対応メンバーは、発生直後にメールの内容を確 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 システム構成            図 4 配信メール 
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認し、判定結果が「安全」であり、かつ層間変形角も 1/500 以下とさほど大きくなかったた

め、詳細な調査は不要と判断できた。客観的な情報を元に詳細な調査を省略できたことで、

導入の意義があったようである。なお、災害対応メンバーには、建築構造の専門家ではな

い者も含まれるが、事前に運用方法を議論していたこともあり、判定結果のみならず専門

的な理解力を要する層間変形角の意味と程度を元にして、行動を決定することができた。

システム導入と合わせて、運用ルールの策定とその理解が重要であると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 5 判定結果レポート 
 

4.2 観測データの活用事例 
本来、地震直後の構造の状態を把握することを目的に導入したモニタリング用システム

から数多くの記録が得られることがある。神田、日下、小笠原らは、得られた多数の中小

地震の記録を活用して、強震観測の目的さながら構造物の地震時挙動を把握すべく、地震

動の建物への入力損失に関する研究を報告している[23]。建物内に設置したセンサによる地

震観測記録は貴重なデータであり、非常に有意義な活用例と言える。 
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5. 解決された課題と残されている課題 
5.1 課題の振返り 
構造ヘルスモニタリングの普及に向けた課題について、これまでの建築学会大会 PD、シ

ンポジウム等にて中村氏が述べている[1,2]。今からおよそ 10 年前の 2006 年の大会 PD、2008
年の第 5 回強震観測データの活用に関するシンポジウムで示された課題は、①損傷指標と

その定量的検証（さらに、「損傷を定量的に評価する指標に関する知見不足」、「実構造物に

おける手法の検証不足」の二つの課題にわけられる）、②建物エンドユーザーの関心の低さ

（建物エンドユーザーに対する専門家からの説明不足）、③モニタリング結果の所有権の問

題といった社会的課題（観測結果の所有性、公表性に関わる課題）、④低コスト化（システ

ムコストだけでなく、設置コスト、維持管理コストも含めた全体コストの低減）である。

そして、2016 年の大会 PD での中村氏自身の振返りでは、①については、層間変形を指標

とする実用的なシステムの事例が増えてきているものの、損傷そのものを指標化しその指

標を定量的に説明している訳ではないという点でまだ課題が残っている、②については、

東日本大震災をきっかけに解消していると言える、③については、想定したほど抵抗にな

っていない、としている。 
ここからは、別の視点で見てみる。①について、現在普及しているシステムは、損傷指

標として主に建物の変形を採用し、損傷との関係については建物の構造設計の考え方に依

存している。従来から続く高度な研究の成果を活用して精度を高めることは可能であり、

その部分はまだ改善の余地があると感じる。また、②については、エンドユーザー側の関

心は解決したようだが、専門家からの説明には課題が残っていると感じる。エンドユーザ

ーに対して、本システムが“できること”について十分に説明を行う必要がある。これら

の重要な 2 件については、次節でさらに詳しく述べる。③については同感である。④につ

いては、センサの低コスト化が全体コストの低減、ひいてはシステムの普及に寄与してい

るのは間違いないが、それにも増して低コスト化の裏返しとも言える得られる利益（効果）

の高まりが普及に大きく寄与していると感じる。冒頭で述べたように構造ヘルスモニタリ

ングは、システムを導入した実施者が直接的にメリットを享受できる。オフィスビルのテ

ナントの入居継続、工場や商業施設の事業継続など、構造ヘルスモニタリングから得られ

る可能性のある価値は、その導入コストを大幅に上回る場合がある。このように費用対効

果の“効果”の部分にスポットがあたったことにより普及が進んでいると捉えることもで

きる。今後は、エンドユーザーの期待にさらに応えるために、過去から続く研究開発を継

続し、あるいは新たなセンシング技術を活用するなどして、本システムにとっての“要”

である判定精度の向上に取り組み続ける必要がある。 
5.2 普及段階を迎えて気を付けるべきこと、残されている課題 
 (1) エンドユーザーへの説明および表現 
構造ヘルスモニタリングシステムに対するエンドユーザーの関心は高まり、普及が進ん

でいるが、気を付けないといけないこととして、エンドユーザーへの専門家からのしっか

りとした説明と表現が挙げられる。すなわち、システムは、例えば「安全」、「要注意」、「危

険」あるいは、「無被害」、「損傷の可能性あり」、「倒壊の可能性あり」といった判定結果を

出力するが、これらは確定的な情報ではないということと、複数の意味を持ち得るという

ことである。これは、本システムだけの問題ではなく、専門技術者による判定であっても

同様の問題があるが、根本的な原因は、建物の構造安全性に関わる様々な余裕およびばら

つきの存在である。具体的には、設計段階、施工段階の余裕度などであり、通常、全ての
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部材を許容値ぎりぎりには設計せず、施工時の材料の強度は決められた下限値を上回るよ

うに製造される。そのことで、建物の耐震性能は設計時のものよりも結果的に余力を持つ。

ただし、それを厳密に把握することは実質的に不可能である。したがって、構造設計の考

え方に依存したこのような方法をもって損傷を完全な精度で評価することも不可能であり、

判定結果と実被害にも乖離が生じる。図 6 に建物の損傷の発生とモニタリングシステムの

判定の関係を示す。あくまでイメージではあるが、建物毎の余裕度・ばらつきの違いの影

響で、応答や外力が 1 次設計や 2 次設計などのそれぞれの状態を超過しても全ての建物が

一様に「一部損傷」や「倒壊・崩壊」を起こすわけでなく、応答や外力の上昇に伴い、徐々

に発生確率が高まると考えられる。このことは建築構造の専門家にとっては当然のことだ

と思うが、それゆえ、意識から薄れて説明することを忘れがちである。エンドユーザーは

専門家ではないことを忘れてはならない。さらに、システムの判定結果である「安全」、「要

注意」、「危険」、あるいは「無被害」、「損傷の可能性あり」、「倒壊の可能性あり」が何を意

味するのか、構造物の状態を意味するのか、それとも入居者が取るべき行動を意味するの

か、あるいは両方を含むものなのか、導入したシステムをエンドユーザーがスムーズに運

用するために、導入時、運用中ともに導入側が正しく認識する必要があり、提供側はそれ

を正確に伝える必要がある。同じ構造物の状態でも異なった行動を選択することもあり得

るが、例えば参考文献[24]では、「安全」、「要注意」、「危険」はそれぞれ、「軽微損傷以下、

継続使用可能、退避不要」、「健全度低下、塑性化しているが軽微な損傷、余震を考慮して

も建物崩壊の危険性はなし、避難検討」、「余震により崩壊の危険性有り、避難」としてい

る。そして、基準値（図 6 中の安全・要注意・危険のしきい値）をどう選択するか、人命

優先で最も安全側の選択をとるのであれば、ケース 1 がよいと思われ、自社のオフィスビ

ルや工場など一旦避難することにさほど抵抗がない場合は容易に適用できると思われる。

なお、本サービスを提供する側の事情としても、危険の恐れのあるものを「安全」と評価

することに技術者として強い抵抗を持つため、この選択が選ばれることもある。一方、平

均的な判定精度を高めたいのであれば、ケース 2 を選択するかもしれない。さらに、テナ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 建物の損傷の発生とシステムの判定結果の関係のイメージ 
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ントが入居するオフィスビルでは不必要に避難の指示を出すことを極力避けたいというエ

ンドユーザー側の意識も作用するため、ケース 3 を選択することも考えられる。ここで重

要なことは、どのような選択をしたとしても、判定には前述のような不確定な要素が含ま

れていること、具体的には、危険な状態であっても「要注意」との判定にとどまる恐れが

あること、あるいは、安全な状態であっても「危険」と判定する可能性があることをエン

ドユーザーにしっかりと説明することである。そして、判定と実被害の乖離が存在する可

能性があるため、本システムは建物所有者あるいは管理者の継続使用に係る意思決定を支

援する目的で導入するもの、意思決定に有用な客観的な情報を提示するものであり、最終

的に判断するのは”ひと”であることを利用者に十分に伝える必要がある。なお、利用者

側であるディベロッパが自ら判定の表示方法と運用とをセットで検討した事例がある[25]。
運用に合わせた設定・表示がなされており、今後、設定の妥当性が検証され、エンドユー

ザーとしての納得性が高まると思われる。 
 (2) 判定の精度の向上 
前項で述べたように建物の持つ構造安全性の様々な余裕度、ばらつきの存在で限界があ

るとは言え、エンドユーザーの要求に応じるために判定精度を高めることがよいのは言う

までもない。そのためには、まずは既存のシステムで地震記録が取れた際の判定の精度検

証が重要である。さらに、過去および将来の耐震性能に関する研究との関連が重要である。

現在普及しているシステムは、図 1 に示した分類の左上の領域であるが、既に述べたよう

にそれ以外の領域の研究も古くから進められている。例えば、野口らは、光ファイバーセ

ンサーを用いて鉄骨梁のひずみ計測の可能性と課題について述べている[26]。また、家らは、

RC 造の柱梁、耐震壁のひび割れをカメラで撮影した画像を用いて分析するシステムを開発

している[27]。強震観測から得られた記録及びその他の方法から得られた記録を図 7 に示す

ように組み合わせることで判定精度を高めることが可能ではないか、と考える。 
ここでは、判定精度の向上に関わる筆者らの取り組みを二つ紹介する。一つ目は、多角

的な視点からの判定である。普段、建築構造技術者は、地震が発生し、ある建物で地震記

録が得られた場合、まずは入力地震動の応答スペクトルを求め、建物の固有周期との交点

から、建物に作用したであろう地震力の大きさを把握して、損傷の有無を推測することが

ある。さらには、図 8 のように各階の加速度記録を元に各階の層せん断力を算出し、層間

変形角との関係を描くことで、塑性化の状況、エネルギーの吸収状況を知ることもできる

[28,29]（図 8 では縦軸を加速度としているが質量を乗じることで層せん断力に変換）。そし

て、図 9 に示すように、層間変形角と入力地震動のスペクトル（建物上下階で地震記録が

得られているため、地震時の実際の周期も把握でき、建物に作用したであろう地震力の大

きさをピンポイントで把握可能）、建物の吸収エネルギーを組み合わせることにより、層間

変形角のみを用いた場合よりも、高精度に判定できる可能性がある。複数の間接指標から

どのような判定結果を出力するかは、実際の強震観測記録による検証を経て説得力が増す

が、建物が大きく損傷するような記録は現時点では限られているため、当面、E-Defense の

建物崩壊実験のデータや、数値解析シミュレーションのデータを用いることも考えられる。

この方法は、システム化・自動化が容易であり、実現性が高い。 
二つ目は、振動解析と観測記録の連携である。通常、設計用の振動解析モデルは実物と

の乖離が必ず存在する。設計は安全性を確保するのが目的であるため、乖離そのものは受

け入れている（そうせざるを得ない）。一方、実際の損傷を把握しようとなると、少なくと

も実物と乖離したモデルでは正確な判断は困難である。時刻歴応答解析の応答値やそのス
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ペクトル解析等を通じ振動解析モデルを調整することで、観測記録と整合した解析を行う

ことが可能となる。図 10 は東日本大震災の際の仙台市内の超高層ビルの屋上階の変位につ

いて、地震観測記録と立体フレームモデルによる振動解析の結果を比較したものである[30]。
調整方法は無限に存在するため、観測記録との整合は、実現象の再現のための必要条件で

しかないが、少なくともその振動解析結果から得られる、例えば、大梁や柱の負担力、塑

性化の状況は、乖離しているものに比べると信頼性が高いと考えられる。これらの結果か

ら部材レベルで損傷を把握することも可能である。解析モデルの調整方法、調整の解釈、

その扱いについては検討する必要があるが、システム化・自動化は、若干ハードルが高く

なるものの可能である。いずれの方法も、実務的発想であり、既往の理論的で高度な研究

に比べると独自性は少ないかもしれないが、判定精度を高める工夫のひとつとして有効で

あろう。あるいは、設計の考え方には依らないもっと別の方法を組み合わせることで判定

精度を格段に高められる可能性があると考える。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 指標化と損傷把握概念図    
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 絶対加速度－相対変位関係（参考文献[28]より） 図 9 複数の指標を組み合わせた例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 観測と解析の変位時刻歴応答の比較（参考文献[30]の図より作成） 
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6. まとめ 
近年の構造ヘルスモニタリングのニーズの高まりの背景、同システムの普及の状況、導

入・運用および活用事例、本システム普及に向けた解決された課題と残された課題につい

て述べた。エンドユーザーへの説明、判定精度の向上という重要な課題が残されているが、

同様のシステムは急激に普及しており、導入実績は当面増え続けると思われる。そのこと

が、本分野の研究の推進、本システムの精度向上にもつながり、さらなるニーズの向上と

システムの普及という、いい循環を生み、強震観測の普及、そのデータ活用を通じた建築

物・都市の地震災害軽減に寄与することに期待する。 
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